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３ 森林環境税の創設

（１）全ての県民で支える森林づくり

森林を林業者だけで支えられなくなった今、森林の持つ課題は県民共通の課題で

あることから、新たな手法として森林づくりに県民の参加を求めることが必要であ

る。

近年、森林ボランティア活動や地域の緑化活動等を支援する緑の募金は一定の広

がりを見せているものの、森林を身近なものに感じることの少ない生活様式への変

化などにより、森林に関する県民の意識、関心は希薄になっている。

このため、県民が森林の機能及び大切さを十分に理解し、森林は県民共通の大切

な財産であるという認識に立ち、全ての県民が恩恵を受けている森林を県民中心、

県民参画の理念のもと、県民全体で支える社会システムを構築する必要がある。

一方、県では、厳しい財政事情の中で、行財政改革により事業の見直しや経費の

節減に取り組みながら、森林・林業施策を展開しているところであるが、新たな施

策展開のための財源確保は極めて難しい状況となっている。

このようなことから、森林保全のための既存施策を着実に進める一方で、新たな

森林づくりを行うための財源を確保するとともに、森林に関する意識醸成を図るた

め、県民が等しく森林づくりを支援する仕組みとして森林環境税の創設が有効であ

る。

国策として進められた人工林
造成

・森林資源の充実

・森林の公益的機能の発揮

・特殊性（超長期性）のある林業

の支援

＜背景＞
・荒廃した国土の復興
・逼迫する木材需要
・山村・林業の活性化
（林業者による森林の公益的機能の
維持）

・間伐等手入れを要する

森林が増大

・林業採算性の悪化等によ
り林業者だけでは森林の健
全な維持が困難

県民意識・生活様式の変化（森林に対す
る意識、関心の薄れ）

・森林に依存しない生活スタイル

・森の恩恵や循環システムを認識しな

い社会

・子どもの遊び（＝学び）の変化

（放置）

人工林の荒廃が進行

間伐放置林や再造林放棄
地の増加

・森林の公益的機能の低下

・県民生活へ深刻な影響

・森（自然）を大切にしない社会

・子どもの自然体験の減少

森林環境税創設の背景

社会・経済情勢の変化

・外材の大量輸入（82%のシェア）

・木材価格の下落（ピーク時の１／３）

・山村地域の過疎・高齢化
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（２）森林環境税の政策効果

森林環境税の導入により、以下のとおりその政策効果が期待される。

① 県民が森林づくりのための税を負担することにより、森林の役割やその重要性

についての理解が深まるとともに、そのことが山村で働く林業者を激励し、元気

づける。

② 森林に対する県民の理解の向上をはじめ、従来の施策の中で実行できなかった

多様な森林づくりなど新たな施策を実行することが可能になる。

③ 地方が独自の税を創設し、森林の保全に関する政策課題を解決しようとする新

たな取り組みは、地方分権の推進につながる。

森林の課題

既存施策
○厳しい財政環境
○施策の見直しの徹底

○県民意識の醸成
・林業者を元気づける

○新たな施策の実施

新
た
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手
法

林業者による
森林の管理が
困 難

森林機能の
低 下
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４ 税制

望ましい税制 （県民税均等割超過課税方式）（１）

税制については、簡素、公平の観点から、県民税の超過課税方式が優れてい

る。個人と法人の双方に負担を求めることとし、個々人の負担が過重となるこ

とがないよう、薄く広く負担していただくため、県民税の中でも均等割につい

て超過課税することが望ましい。

・県内に住所を有する個人

納税義務者 ・県内に事務所事業所を有する法人等

・個人 市町村への賦課徴収委任

徴収方法 ・法人 申告納付

○概要図

○個 人 ○法 人

（普通徴収制度 （特別徴収制度） （申告納付制度））

事業所得者等 給与所得者 法 人

特別徴収

納税 雇用主 納税（特別徴収義務者）

納税

市 町 村 大分県

払込み
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（２）税制の検討

森林環境税の税制としては、受益と負担のあり方から、次の３方式の税制に

ついて検討を行った。

① 水道水上乗せ課税方式 （法定外目的税）

納税義務者 水道水利用者

課税客体 水道水の利用

徴収方法 水道事業者による特別徴収

水保全のための目的税として徴収されるため、税負担と水保全の重要性の

関係が理解されやすい点では優れているが、水道の市町村別の普及状況は、

完全普及している市町村から水道未設置の市町村まで地域的偏在が大きいこ

と、井戸水利用者と水道水利用者とに不公平が生じること、水道事業者（市

町村）を特別徴収義務者とすることで、水道事業者に電算システムの変更等

新たな事務負担が生じる。

② 県民税超過課税方式（法定普通税）

・県内に住所を有する個人

納税義務者 ・県内に事務所事業所を有する法人等

・個人 市町村への賦課徴収委任

徴収方法 ・法人 申告納付

この方式は普通税であり、その税収は一般財源となることから、森林保全

のための政策税制としての位置づけがあいまいであるが、薄く広く県民に負

担を求めていくことで公平性が保たれること、既存の税制を活用することで

徴税コストを低く押さえられること、低所得者への配慮が制度的に組み入れ

られていることなどで優れている。
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③ 県民税同時課税方式（法定外目的税）

・県内に住所を有する個人

納税義務者 ・県内に事務所事業所を有する法人等

・個人 市町村への賦課徴収委任

徴収方法 ・法人 申告納付

目的税とすることで、森林保全の政策税制という位置づけが明確になる点

で優れているが、雇用主にとっては、新たに給与所得からの特別徴収事務が

発生する。市町村にとっても、県民税同様の事務負担が新たに加わることに

なり、制度を導入するにあたっては、市町村の同意が必要である。

（３）税率

① 個人

年額 500円を加算 （現行均等割額 年額 円）1,000

② 法人

年額 ５％を加算 1,000円～40,000円

（ ）資本等の金額の区分 ５％加算額 現行均等割額 年額

５０億円超 円 円40,000 800,000
１０億円超 ５０億円以下 円 円27,000 540,000
１億円超 １０億円以下 円 円6,500 130,000

１千万円超 １億円以下 円 円2,500 50,000
１千万円以下 円 円1,000 20,000

（参考）税収見込み

約２．９億円
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５ 税収の使途

森林環境税は、県民中心、県民参画の理念のもと、新たな手法で森林整備を進め、

多面的機能が発揮できる森林づくりを進めるものである。

このため、次の「 １）使途の考え方」に沿って、森林に関する県民意識の醸成と多（

様な森林づくりを進める施策を柱として取組むことが必要である。

（１）使途の考え方

① 森林環境税によって進める施策は、既存施策が国や県による行政主導型である

のに対し、地域で考え地域で実践するなど県民主導で進める必要がある。

② 森林づくりや森林の活用のあり方は地域によって異なることから、地域の独自

性を尊重し、個性豊かな取り組みを支援するものであることが必要である。

③ 既存の補助事業の対象とならない将来に夢を託せる実験的・研究的な活動を支

援する必要がある。

、 。④ 税の使途や成果等について県民に公開するなど 透明性を確保する必要がある

（２）具体的な使途

具体的な使途として、次のような施策が考えられる。

① 県民意識の醸成

森林の重要性について県民の理解を深め、関心を高める。

○ 県民総参加の森林づくり運動の推進

県民の森林づくりへの参加を促進するため、森づくり大会やシンポジウム等

を開催する。

○ 森林に関する情報発信・ＰＲ

森林の実態やその管理の重要性について、インターネットやテレビ、新聞等

を通じ、様々な情報を発信し、普及啓発を図る。

○ ボランティア活動の支援

ＮＰＯ法人などのボランティア団体や企業などが行う森林ボランティア活動

を支援する。

② 環境を守り、災害を防ぐ森林づくり

管理を放棄された荒廃森林や里山の整備を図る。

○ 公益上重要な間伐放置林の強度間伐による混交林への誘導

水源上流、公道沿線など公益上重要な地域における管理放棄森林において、

強度間伐を実施し、広葉樹等の自然植生の導入を図り、針広混交林（自然林に

近いもの）に誘導する。

○ 災害が懸念される再造林放棄地の整備
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再造林放棄地のうち放置すると災害の発生等により地域住民や下流域等に重

大な影響が及ぶと懸念される伐採跡地について、植栽や播種、施肥等によって

早期に森林の回復を図る。

○ 里山林の整備（竹林の除去等）

里山地域における森林の健全な維持と生活環境の改善を図るため、竹林除去

等を行う。

○ 新たな育林技術等の研究

針広混交林の造成技術、伐採跡地の早期森林化技術、高性能機械による伐採

に伴う林地荒廃防止技術など地域にあった新たな森林づくりの方法について研

究、実地試験等を推進する。

③ 持続的経営が可能な森林づくり

林業生産活動の活性化を図ることにより森林づくりを進める。

○ 県産材の需要拡大のための研究やＰＲ

県産材の需要を拡大するため、新たな用途開発や試験研究を支援するととも

に、県産材や木造住宅の良さのＰＲ活動等を行う。

また、大分版の森林認証制度について検討を深める。

○ 林家への管理意識の喚起

管理を放棄している不在村森林所有者等に対し、間伐等の適正な管理実施を

働きかける。

○ 担い手（後継者）の育成

新規参入者（林業後継者を含む）に対し、林業への就業定着を図るための資

金援助を行う。

また、製炭、伐木等森林に関する優れた技術や技能を持った「森の達人」を

顕彰し、その技術を保存・伝承するための技能講習会等を行う。

④ 遊び、学ぶ森林づくり

次代の森づくりを担う子どもたちが森林や自然を理解し、森林とふれあい、自

然を体験する機会・環境を身近に整備する。

○ 子どもが遊び、学べる身近な森林整備

子どもたちが気軽に森林に入り、植物や昆虫、野鳥など様々な自然にふれ、

遊びや学習が出来るよう、身近な森林の整備を行う。

○ 子どもの野外体験活動の推進

子どもたちを対象にした野外体験活動を開催し、子どもたちが自然や森林、

或いはその楽しみ方を理解する森林環境教育の場（森林・自然体験ツアー、野

外授業等）を設定する。

（３）基金の造成

税収使途の透明性を確保するため、税収を「基金」として管理し、その運用に関

する情報等を開示する必要がある。
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県民意識の醸成

環境を守り、災害
を防ぐ森林づくり

持続的経営が
可能な森林づくり

　遊び、学ぶ
　森林づくり

○公益上重要な間伐放置林の強度間伐による
　 混交林への誘導
○災害が懸念される再造林放棄地の整備

○里山林の整備（竹林の除去など）
○新たな育林技術等の研究

○県産材の需要拡大のための研究やＰＲ

○林家への管理意識の喚起

　　・ 管理を放棄している不在村所有者等に対し、
　　　適正管理を働きかける。
○担い手(後継者)の育成
　　・新規参入者への支援

　　・技術・技能の顕彰・伝承

○子どもが遊び、学べる身近な森林の整備
○子どもの野外体験活動の推進
　　　自然体験ツアー、野外授業など

○県民総参加の森林づくり運動の推進
○森林に関する情報発信・ＰＲ
○ボランティア活動の支援

森林環境税の使途
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６ 導入にあたっての課題

（１）森林環境税の導入は、県民や事業者に新たな負担を求めることとなるので、

導入にあたっては、県民の理解が得られるよう、十分な広報を行い、県民との

意見交換を行う必要がある。

（２）県民中心、県民参画の理念のもと、その施策の実行にあたっては、広く県民

の意見を聞き、多くの県民が参加する仕組みが必要である。

７ 制度の見直し

導入後の社会経済情勢、本県の財政状況や森林整備の状況などを勘案し、一

定期間の経過後に検証を行った上で、制度の見直しを行うこととする。



付 属 資 料
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大分県森林環境税制懇話会設置要綱

（目的）

第１条 水源かん養、土砂の流出防止及び地球温暖化防止など森林の持つ多面的機能を

維持するための森林整備の財源を確保するとともに、森林に関する県民意識の醸成を

図るために、森林環境税についてその政策効果や導入するにあたっての課題等を専門

的かつ幅広い観点から検討するため、大分県森林環境税制懇話会（以下 「懇話会」と、

いう ）を設置する。。

（所掌事務）

第２条 懇話会は、次の各号に掲げる事項について検討する。

（１）税制の政策効果に関すること

（２）税収の使途に関すること

（３）税制の在り方に関すること

（４）その他必要な事項

（委員）

第３条 懇話会の委員は、税財政及び森林政策、環境政策に関して優れた識見を有する

者、林業者及び経済団体関係者並びに消費者等のうちから知事が選任する。

２ 委員の数は、１０人とする。

３ 委員の任期は、施行の日から平成１６年１０月３１日までとする。

（座長）

第４条 懇話会に座長を置く。

２ 座長は、委員の互選により選出する。

３ 座長は、懇話会を代表して、会務を総理する。

４ 座長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。

（懇話会）

第５条 懇話会は、座長が招集する。

２ 座長は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、その意見を聞くことができる。

（事務局）

第６条 懇話会の事務局は、総務部税務課に置く。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、座長が別に

定める。

附 則

この要綱は、平成１６年４月２１日から施行する。



座    長 九州大学名誉教授 堺 正 紘

座長代理 大分大学教育福祉科学部教授 川 野 田 實 夫

中 津 市 長 新 貝 正 勝

中津江村長 坂 本 休

三和酒類株式会社　代表取締役会長 西 太 一 郎

大分県商工会議所女性会連合会会長 今 川 敦 子

生活協同組合　コープおおいた 理事長 瓜 生 田 は る み

大分県林業研究グループ連合会会長 後 藤 重 也

大分県漁業協同組合　女性部長 真 鍋 ハ マ 子

森と海の共生ネットワーク理事長 平 川 潔

森林環境税制懇話会委員
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森林環境税制懇話会開催状況

開催回 開催日 内 容

平成１６年 ○ 委員委嘱

第 １ 回 ５月１２日 ○ 状況説明

（水） ・本県の森林の現状と森林施策の概要

・税制の研究報告

○ 森林の実態

現地視察 ６月６日

（日） 視察地 下毛郡山国町

○ 検討

第 ２ 回 ７月６日 ・森林林業施策の現状

（火） ・税収の使途

○ 意見聴取

○ 検討

第 ３ 回 ８月２日 ・税制の政策効果

（月） ・税収の使途

・税制

○ 検討

第 ４ 回 ９月６日 ・税制の政策効果

（月） ・税収の使途

・税の仕組み

○ 意見報告書（案）の検討

第 ５ 回 月 日10 13
（水）



　
区
　
分

昭和 21 24 25 25 26 28 29 29 31 33 34 39 41 42 43 48 48～49 52 54 56 56 58 58 59 63 H元 H5 H7 Ｈ７ H8 H12 H13
　
　
　
森
林
整
備
関
連
施
策
の
動
き

造
林
事
業
の
公
共
事
業
へ
の
組
入
れ

水
源
林
造
成
事
業

（
県
行
事
業

）

第
１
回
全
国
植
樹
祭
　
国
土
緑
化
事
業
の
推
進

造
林
臨
時
措
置
法

（
要
造
林
地
の
指
定

）

森
林
法
改
正

（
森
林
計
画
制
度
の
導
入

）

農
林
漁
業
金
融
公
庫
の
設
立

保
安
林
整
備
臨
時
措
置
法

造
林
査
定
係
数
制
度
の
採
用

森
林
開
発
公
団
設
立

（
奥
地
林
道
開
設
と
天
然
林
の
開
発

）

分
収
造
林
特
別
措
置
法
制
定

林
業

（
造
林
公
社

）
の
設
立

林
業
基
本
法
の
制
定

森
林
資
源
に
関
す
る
基
本
計
画

団
地
造
林
事
業
開
始

（
拡
大
造
林
の
推
進

）

森
林
施
業
計
画
制
度

天
然
林
改
良
の
充
実

下
刈
・
除
間
伐
の
補
助
対
象
化

（
保
安
林

）

第
１
回
全
国
育
樹
祭
の
開
催
・
大
分
開
催

森
林
総
合
整
備
事
業
の
開
始

森
林
災
害
復
旧
事
業
の
創
設

間
伐
促
進
総
合
対
策
事
業

森
林
整
備
計
画
制
度
の
創
設

分
収
育
林
制
度
の
創
設

　
　
　
　
　
　

（
非
皆
伐
施
業
推
進

）

複
層
林
造
成
パ
イ
ロ
ッ
ト
・
広
葉
樹
林
整
備
事
業

保
健
文
化
・
生
活
環
境
保
全
等
環
境
林
整
備
の
推
進

長
伐
期
高
度
機
能
林
整
備
事
業
・
集
落
周
辺
森
林
整
備
事
業

公
的
分
収
林
整
備
推
進
事
業

（
管
理
遅
れ
森
林

）

流
域
森
林
総
合
整
備
事
業
／
流
域
総
合
間
伐
実
施
事
業

保
全
松
林
緊
急
整
備
事
業

林
業
労
働
力
の
確
保
の
促
進
法

緊
急
間
伐
５
カ
年
計
画
の
実
施

森
林
・
林
業
基
本
法
制
定

昭和 22 23 24 29 29 29 31 33 36 36 37 39 45 45 46 46 48 53 54 55～56 60 60 61 62 H2 H3 H3 H9 H11 H11 H12
時
代
背
景
・
デ
ー

タ
・
県
内
関
連
事
案

キ
ャ
サ
リ
ー

ン
台
風
被
害

（
乱
伐
が
原
因

）

造
林
未
済
地
1
2
0
万
ｈ
ａ

経
済
復
興
５
カ
年
計
画

造
林
面
積
３
８
万
ｈ
ａ

（
大
分
県
造
林
面
積
ピ
ー

ク
１
３
千
ｈ
ａ

）

北
海
道
に
洞
爺
丸
台
風
＝

風
倒
木
３
万
ｈ
ａ

戦
後
の
過
伐
に
よ
る
造
林
未
済
地
解
消

全
国
植
樹
祭
・
大
分
県
開
催

造
林
面
積
４
２
万
ｈ
ａ

木
材
の
輸
入
自
由
化

大
分
県
林
業
研
究
グ
ル
ー

プ
設
立

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

日
本
万
国
博
覧
会
Ｅ
Ｘ
Ｐ
Ｏ
７
０
開
催

大
分
県
造
林
公
社
設
立

環
境
庁
設
置

松
く
い
虫
被
害
拡
大
始
ま
る

第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

（
狂
乱
物
価

）

森
林
組
合
法
公
布

造
林
面
積
１
３
万
ｈ
ａ

東
北
北
陸
地
方
に
降
雪
災
害
＝

７
４
１
億
円

国
際
森
林
年

林
野
庁

「
水
源
税

」
創
設
を
提
案

人
工
林
１
０
０
０
万
ｈ
ａ
の
時
代

森
林
河
川
整
備
基
金
造
成

阿
蘇
・
竹
田
水
害

（
流
木
被
害

）

台
風
１
９
号
で
風
倒
木
被
害

（
県
内
２
万
ｈ
ａ

）

大
分
県
森
林
整
備
セ
ン
タ
ー

設
立

本
格
的
機
械
化
に
着
手

地
球
温
暖
化
防
止
京
都
会
議

日
中
緑
化
交
流
基
金

緑
資
源
公
団

（
森
林
開
発
＋
農
用
地
開
発

）

全
国
植
樹
祭
・
大
分
県
開
催

森林整備関連施策の推移

人と森林との
共生の時代荒廃森林復旧の時代 森林生産力増強の時代 木材生産力と公益的機能の調和の時代

資源の整備充実と森林の
総合利用の時代


